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  （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推 

      移については記載しておりません。 

    ２．売上高には、消費税等は含んでおりません。  

    ３．潜在株式調整後1株当り当期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。  

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第38期

第３四半期 
累計期間 

第39期
第３四半期 
累計期間 

第38期
第３四半期 
会計期間 

第39期 
第３四半期 
会計期間 

第38期

会計期間 

自平成20年
７月１日 

至平成21年 
３月31日 

自平成21年
７月１日 

至平成22年 
３月31日 

自平成21年
１月１日 

至平成21年 
３月31日 

自平成22年 
１月１日 

至平成22年 
３月31日 

自平成20年
７月１日 

至平成21年 
６月30日 

売上高（千円）  13,407,012  10,653,888  7,558,574  3,547,644  19,350,200

経常利益（千円）  143,041  152,002  419,641  132,211  344,909

四半期(当期)純利益又は四半期純

損失（△）（千円） 
 △68,636  43,187  419,112  129,772  173,913

持分法を適用した場合の投資利益

又は投資損失（△）（千円）  
 45,086  8,474  23,471  △5,958  31,754

資本金（千円） － －  867,500  867,500  867,500

発行済株式総数（千株）  － －  13,312  13,312  13,312

純資産額（千円） － －  1,568,968  1,805,248  1,831,445

総資産額（千円） － －  15,825,839  13,818,393  14,604,698

１株当たり純資産額（円） － －  120.89  139.10  141.12

１株当たり四半期(当期)純利益金

額又は四半期純損失金額（△）

（円） 

 △5.29  3.33  32.29  10.00  13.40

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  －  －  － －

１株当たり配当金   －  －  －  －  5.0

自己資本比率（％） － －  9.9  13.1  12.5

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △140,287  353,028 － －  30,224

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △703,015  △66,204 － －  △713,968

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 472,560  163,344 － －  △35,581

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円） 
－ －  915,875  1,017,460  567,291

従業員数（人） － －  374  433  405
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 当第３四半期会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な 

変更はありません。また、主要な関係会社に異動はありません。  

  

 当第３四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。  

  

提出会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員、季節工を含む。） 

    は、当第３四半期会計期間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

  

  

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成22年３月31日現在

従業員数（人） 433  (134)
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(1) 受注実績 

 （注） 受注金額には消費税等は含まれておりません。 

(2) 売上実績 

 （注） １.売上高には、消費税等は含まれておりません。 

     ２.当会計期間から事業の種類別セグメントを変更したため、前年同四半期比較にあたっては、前第3四半期 

      会計期間分を変更後の区分に組み替えて行っております。 

     ３.当社の売上高は、主たる事業である建設事業において、契約により工事の完成引渡しが第４四半期会計期

間に集中しているため、第１四半期会計期間から第３四半期会計期間における売上高に比べ第４四半期会計

期間の売上高が著しく多くなるといった季節的変動があります。  

  

(3) 建設事業 

(イ)受注工事高、完成工事高、繰越工事高及び施工高 

 （注）１ 各金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 前期以前に受注した工事で、契約の変更により請負金額の増減がある場合は、期中受注工事高にその増減額

を含んでおります。 

３ 期末繰越工事高の施工高は、支出金により手持工事高の施工高を推定したものであります。 

４ 期中施工高は(期中完成工事高＋期末繰越施工高－前期末繰越施工高)に一致します。 

なお、施工高には、不動産事業に係る分譲建物の施工高は含まれておりません。 

  

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

区分 

当第３四半期会計期間
(自 平成22年１月１日 
至 平成22年３月31日) 

(千円) 

前年同期比
(％) 

建設事業 1,336,264    54.4

合計  1,336,264 54.4

区分 

当第３四半期会計期間
(自 平成22年１月１日 
至 平成22年３月31日) 

(千円) 

前年同期比
(％) 

建設事業  1,563,915 ( ％) 44.1  △74.7

不動産事業  1,258,659 ( ％) 35.5  64.6

介護事業  725,069 ( ％) 20.4  16.8

合計  3,547,644 ( ％) 100.0  △53.1

期別 工事別 
期首繰越 
工事高 
(千円) 

期中受注
工事高 
(千円) 

計
(千円) 

期中完成
工事高 
(千円) 

期末繰越工事高 
期中

施工高 
(千円) 手持工事

(千円) 

うち施工高 

(％) (千円) 

前第３四半期会計期間 
(自平成21年１月１日 

至平成21年３月31日) 

建築  12,854,485 712,270 13,566,756  5,314,847 8,251,908  38.7  3,189,680 2,222,384

土木  1,110,795 153,036 1,263,832  856,842 406,990  100.0  406,990 689,750

計  13,965,281 865,307 14,830,588  6,171,689 8,658,898  41.5  3,596,670 2,912,135

当第３四半期会計期間 

(自平成22年１月１日 

至平成22年３月31日) 

建築  4,731,107 1,331,289 6,062,397  1,097,206 4,965,190  26.4  1,310,335 773,755

土木  461,734 4,975 466,709  466,709  ―  0.0  ― 431,125

計  5,192,841 1,336,264 6,529,106  1,563,915 4,965,190  26.4  1,310,335 1,204,880
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(ロ)完成工事高 

 （注）１ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

       ２ 完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相手先は次のとおりであります。 

 

    ３ 前第３四半期会計期間における完成工事高のうち、主なものは次のとおりであります。 

       横浜市住宅供給公社           森の台４４街区複合施設提案事業新築工事 

       社会福祉法人竹生会             小規模特別養護老人ホームさかしたホーム（仮称）新築工事

       一般個人顧客              (仮称）溝口Kビル新築工事     

       株式会社ジャパンプランニング      （仮称）平戸町マンション新築工事 

       一般個人顧客              (仮称）新石川一丁目Ｉマンション新築工事  

  

      当第３四半期会計期間における完成工事高のうち、主なものは次のとおりであります。  

       株式会社ユーディケー          東名高速道路海老名SA（上り線）減速車線延伸工事 

       横浜市                 中部水再生センター雨水滞水池等改築工事（建築工事）  

       一般個人顧客              Ｓ様アパート新築工事  

       横浜市中区               中区宮前橋補修工事 

       一般個人顧客              Ｉ邸新築工事 

  

(ハ)手持工事高(平成22年３月31日現在) 

 （注）１ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

    ２ 手持工事高のうち、主なものは次のとおりであります。 

       一般個人顧客              （仮称）市ヶ尾駅前ビル新築工事 

       一般個人顧客              （仮称）鷺沼Ｉマンション新築工事 

       社会福祉法人清光会           今西地域ケアプラザ（仮称）新築工事 

       一般個人顧客              （仮称）土橋二丁目４－３Ｓマンション新築工事 

       一般個人顧客              （仮称）美しが丘１丁目ビル新築工事  

期間 区分 官公庁(千円) 民間(千円) 計(千円)

前第３四半期会計期間 

(自 平成21年１月１日 

至 平成21年３月31日) 

建築工事  751,696  4,563,151  5,314,847

土木工事  20,907  835,935  856,842

計  772,603  5,399,086  6,171,689

当第３四半期会計期間 

(自 平成22年１月１日 

至 平成22年３月31日) 

建築工事  115,200  982,006  1,097,206

土木工事  59,719  406,990  466,709

計  174,919  1,388,996  1,563,915

期間      発注者 工事名称 完成工事高(千円) 割合(％)

前第３四半期会計期間 

(自 平成21年１月１日  

至 平成21年３月31日)  

横浜市住宅供給公社
 森の台44街区複合施設 

 提案事業新築工事 
 700,835 11.4

当第３四半期会計期間 

(自 平成22年１月１日  

至 平成22年３月31日)  

株式会社ユーディケー

 東名高速道路海老名SA 

（上り線）減速車線延伸

 工事 

 406,990 26.0

区分 区分 官公庁(千円) 民間(千円) 計(千円)

前第３四半期会計期間 

(自 平成21年１月１日 

至 平成21年３月31日) 

建築工事  857,262  7,394,646  8,251,908

土木工事  ―  406,990  406,990

計  857,262  7,801,636  8,658,898

当第３四半期会計期間 

(自 平成22年１月１日 

至 平成22年３月31日) 

建築工事  ―  4,965,190  4,965,190

土木工事  ―  ―  ―

計  ―  4,965,190  4,965,190
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(4) 不動産事業 

 不動産事業の売上実績は次のとおりであります。 

 （注）１ 不動産販売事業の売上内訳は以下のとおりであります。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ 不動産販売事業売上高に対する割合が100分の10以上の相手先は、次のとおりであります。 

期間 区分 金額(千円) 構成比(％)

前第３四半期会計期間 

(自 平成21年１月１日 

至 平成21年３月31日) 

不動産販売事業  32,641  4.3

不動産賃貸事業  731,969  95.7

合計  764,610  100.0

当第３四半期会計期間 

(自 平成22年１月１日 

至 平成22年３月31日) 

不動産販売事業  542,008  43.1

不動産賃貸事業  716,650  56.9

合計  1,258,659  100.0

期間 区分 戸数(戸) 金額(千円)

前第３四半期会計期間 

(自 平成21年１月１日 

至 平成21年３月31日) 

中高層住宅   -  -

戸建住宅  -      -

その他  1  32,641

合計  1  32,641

当第３四半期会計期間 

(自 平成22年１月１日 

至 平成22年３月31日) 

中高層住宅  -  -

戸建住宅  8      496,074

その他  3  45,933

合計  11  542,008

期間 相手先      金額 割合(％) 

前第３四半期会計期間 

(自 平成21年１月１日 

至 平成21年３月31日)  

－ － － 

当第３四半期会計期間 

(自 平成22年１月１日 

至 平成22年３月31日) 

一般個人顧客 

一般個人顧客 

一般個人顧客 

一般個人顧客 

一般個人顧客 

一般個人顧客 

一般個人顧客 

一般個人顧客   

 

 

 

 

 

 

 

 

63,900

63,600

63,591

63,060

63,058

61,950

59,185

57,335

 

 

 

 

 

 

 

 

11.8

11.7

11.7

11.6

11.6

11.4

10.9

10.6
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(5）介護事業 

 介護事業の売上実績は次のとおりであります。 

  （注）前第３四半期会計期間は「その他事業」に含めて表示しておりました介護事業は、 

     当第３四半期会計期間では金額的重要性が増したため区分掲記しております。  

  

(6）その他事業 

 その他事業の売上実績は次のとおりであります。 

  （注）前第３四半期会計期間は「その他事業」に含めて表示しておりました介護事業は、 

     当第３四半期会計期間では金額的重要性が増したため区分掲記しております。  

   

  当第3四半期会計期間において、新たな事業等のリスク発生、または前事業年度有価証券報告書に記載した 

  事業等のリスクについての重要な変更はありません。  

  

  該当する事項はありません。 

期間 区分 金額（千円） 構成比（％）  

前第３四半期会計期間 

(自 平成21年１月１日 

至 平成21年３月31日) 

 高齢者福祉事業  ―  ―

合計  ―  ―

  当第３四半期会計期間 

(自 平成22年１月１日 

至 平成22年３月31日) 

 高齢者福祉事業  725,069  100.0

合計  725,069  100.0

期間 区分 金額（千円） 構成比（％）  

前第３四半期会計期間 

(自 平成21年１月１日 

至 平成21年３月31日) 

 高齢者福祉事業  621,035  99.8

 集金事務手数料  1,238  0.2

合計  622,273  100.0

  当第３四半期会計期間 

(自 平成22年１月１日 

至 平成22年３月31日) 

 高齢者福祉事業  ―  ―

 集金事務手数料  ―  ―

合計  ―  ―

２【事業等のリスク】

３【経営上の重要な契約等】
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（１）業績の状況 

      当第３四半期会計期間（平成22年1月1日から平成22年3月31日）におけるわが国経済は、各国の景気対策の 

  実施により、一部の製造業分野等で景気回復の兆しが見えたものの、デフレの影響による経済全体の不透明 

  感は、引き続き拭い切れない状況で推移いたしました。 

   当社が属します建設業界におきましても、公共投資は減少が続き、民間設備投資につきましても依然大き 

  く抑制されるなど、非常に厳しい状況が続いております。 

   住宅市場では、経済対策として住宅版エコポイント制度が新設されるなど、各種施策が実施されたものの 

  依然として続いている雇用・所得環境に起因する生活防衛意識により、住宅購入意欲の低迷は続き、業界を 

  取り巻く環境はこの先も予断を許さない状況となっております。 

   介護業界におきましては、市場規模が増え続けるなか、利用者に対する一層のサービスの質向上が求めら 

  れ、介護スタッフの待遇改善・確保に加え人材育成が大きな課題となっております。 

   このような情勢のなか、当第３四半期会計期間における業績は売上高35億47百万円（前第３四半期会計期 

  間比53.0％減少）、経常利益1億32百万円（前第３四半期会計期間比68.4％減少）、そして四半期純利益 

  は1億29百万円（前第３四半期会計期間比69.0％減少）となりました。    

    

（２）資産、負債及び純資産の状況 

 （資産の部） 

   当第３四半期会計期間末における資産の残高は138億18百万円（前事業年度末残高146億4百万円）となり7億 

  86百万円減少しました。その主な要因は、受取手形・完成工事未収入金等が13億34百万円減少したことにあり 

  ます。 

 （負債の部） 

   当第３四半期会計期間末における負債の残高は120億13百万円（前事業年度末残高127億73百万円）となり7億

    60百万円減少しました。その主な要因は、短期借入金が10億2百万円減少したことにあります。 

 （純資産の部） 

   当第３四半期会計期間末における純資産の残高は18億5百万円（前事業年度末残高18億31百万円）となり26百

    万円減少しました。 

 

（３）キャッシュ・フローの状況 

     当第3四半期会計期間及び当第3四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次の 

  とおりであります。 

    （営業活動におけるキャッシュ・フロー） 

    当第３四半期会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローの状況は、3億71百万円のマイナス（前第

   ３四半期会計期間は24百万円プラス）となりました。主な減少要因は不動産事業支出金の増加が3億29百万円で

   あります。 

    なお、当第３四半期累計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、3億53百万円プラス（前第３四 

    半期累計期間1億40百万円マイナス）となりました。 

   （投資活動におけるキャッシュ・フロー） 

     当第３四半期会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、44百万円マイナス（前第３四半期会 

   計期間は3億14百万円マイナス）となりました。主な減少要因は定期預金の預入による支出47百万円でありま  

    す。 

    なお、当第３四半期累計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、66百万円マイナス（前第３四 

    半期累計期間7億3百万円マイナス）となりました。 

   （財務活動におけるキャッシュ・フロー） 

     当第３四半期会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、3億35百万円プラス（前第３四半期    

      会計期間は3億44百万円プラス）となりました。主な増加要因は短期借入金の純増加3億13百万円であります。 

    なお、当第３四半期累計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、1億63百万円プラス（前第３ 

  四半期累計期間4億72百万円プラス）となりました。 

    当第３四半期会計期間における現金及び現金同等物の増減額は、第２四半期会計期間末に比べ79百万円減少 

   （前第３四半期会計期間は54百万円増加）となり、当第３四半期会計期間末の現金及び現金同等物の残高は 

   10億17百万円（前第３四半期会計期間の現金及び現金同等物の残高は9億15百万円）となりました。   

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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（４）事業上及び財務上の対処すべき課題 

  当第３四半期会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  

（５）研究開発活動 

  特記すべき事項はありません。  

2010/05/17 19:24:4910647095_第３四半期報告書_20100517192420

- 8 -



(1）主要な設備の状況 

 当第3四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2）設備の新設、除却等の計画 

 (a)重要な設備の新設等  

   当第3四半期会計期間において、新たに確定した重要な設備の異動はありません。 

     (b)重要な設備の除却等 

   当第3四半期会計期間において、新たに確定した重要な設備の除却はありません。 

  

  

第３【設備の状況】
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①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

 該当する事項はありません。 

  

 該当する事項はありません。 

  

  

      3月31日現在の株主名簿を確認した結果、異動はありませんでした。 

      

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式  44,000,000

計  44,000,000

種類 
第３四半期会計期間
末現在発行数(株) 
(平成22年３月31日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成22年5月14日) 

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式  13,312,200  13,312,200
東京証券取引所 

市場第二部 
単元株式数1,000株 

計  13,312,200  13,312,200 ― ― 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【ライツプランの内容】

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 

(千円) 

 平成22年1月1日～ 

 平成22年3月31日  
 ―  13,312,200  ―  867,500  ―  549,500

（５）【大株主の状況】
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①【発行済株式】 

 平成22年３月31日現在

（注）１ 単元未満株式には当社所有の自己株式431株が含まれております。 

２ 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が6,000株（議決権6個）含まれてお

ります。 

  

②【自己株式等】 

 平成22年３月31日現在

 （注）１ 「自己名義株式数」は、ストックオプション制度導入に伴うもの305,000株と単元未満株式の買取りによる  

      株であります。  

２ 株主名簿上は当社名義になっておりますが、実質的に所有していない株式が1,000株（議決権1個）ありま

す。 

なお、当該株式数は、上記「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の中に含まれております。 

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

    前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

（６）【議決権の状況】

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

 無議決権株式 ― ― ― 

 議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

 議決権制限株式（その他） ― ― ― 

 完全議決権株式（自己株式等） 
 （自己保有株式） 

 普通株式   334,000
― 

  

  単元株式数1,000株  

   

 完全議決権株式（その他）  普通株式  12,919,000  12,919 同上  

 単元未満株式  普通株式    59,200 ― 同上 

 発行済株式総数        13,312,200 ― ― 

 総株主の議決権 ―     12,919 ― 

 所有者の氏名又 

 は名称  
所有者の住所 

自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有

 株式数（株） 

所有株式数の 

 合計（株）  

 発行済株式総数に
 対する所有株式数
 の割合（％）  

工藤建設株式会社 

 神奈川県横浜市青 

 葉区新石川四丁目 

 33番地10  

     334,000     ―      334,000   2.51

計 ―      334,000     ―      334,000  2.51

29,431

２【株価の推移】

月別 
平成21年 
７月 

８月 ９月 10月 11月 12月
平成22年 
１月 

２月 ３月

最高(円)  128  124  135  129  115  130  139  130  134

最低(円)  103  104  111  113  90  94  119  114  115

３【役員の状況】
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１．四半期財務諸表の作成方法について 

   当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

   第63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成し、「建設行法施工規則」（昭和24年建設省 

  令第14号）に準して記載しております。  

 なお、前第３四半期会計期間（平成21年１月１日から平成21年３月31日まで）及び前第３四半期累計期間（平

成20年７月１日から平成21年３月31日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第３四半期会計期

間（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）及び当第３四半期累計期間（平成21年７月１日から平成22年

３月31日まで）は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期会計期間（平成21年１月１日から平

成21年３月31日まで）及び前第３四半期累計期間（平成20年７月１日から平成21年３月31日まで）に係る四半期

財務諸表については監査法人トーマツによる四半期レビューを受け、また、当第３四半期会計期間（平成22年１

月１日から平成22年３月31日まで）及び当第３四半期累計期間（平成21年７月１日から平成22年３月31日まで）

に係る四半期財務諸表については有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 

 なお、有限責任監査法人トーマツは、監査法人の種類の変更により、平成21年７月１日をもって監査法人トー

マツから名称変更しております。  

  

第５【経理の状況】
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１【四半期財務諸表】 
（１）【四半期貸借対照表】 

（単位：千円）

当第３四半期会計期間末 
(平成22年３月31日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成21年６月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金預金 ※1  1,158,494 651,301

受取手形・完成工事未収入金等 602,772 1,937,394

未成工事支出金 ※3  1,496,750 1,624,448

不動産事業支出金 ※1  1,907,158 ※1  1,462,051

材料貯蔵品 4,045 1,426

その他 380,818 565,255

貸倒引当金 △39,112 △28,882

流動資産合計 5,510,928 6,212,993

固定資産   

有形固定資産   

土地 ※1  1,988,323 ※1  2,034,546

その他（純額） ※1, ※2  1,514,438 ※1, ※2  1,618,642

有形固定資産合計 3,502,762 3,653,189

無形固定資産 63,301 88,743

投資その他の資産   

差入保証金 ※1  3,756,970 ※1  3,586,482

その他 ※1  1,300,449 ※1  1,429,644

貸倒引当金 △316,018 △366,354

投資その他の資産合計 4,741,400 4,649,772

固定資産合計 8,307,464 8,391,705

資産合計 13,818,393 14,604,698

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 796,867 1,566,577

短期借入金 ※1  1,835,800 ※1  2,838,000

1年内返済予定の長期借入金 ※1, ※4  1,270,828 ※1, ※4  1,067,473

1年内償還予定の社債 ※1  78,800 ※1  78,800

未払法人税等 7,082 23,158

未成工事受入金 1,509,140 1,485,338

完成工事補償引当金 125,648 100,997

工事損失引当金 ※3  282,532 310,876

その他 550,706 641,541

流動負債合計 6,457,406 8,112,763

固定負債   

社債 ※1  293,600 ※1  372,400

長期借入金 ※1, ※4  2,985,446 ※1, ※4  1,879,517

長期預り保証金 2,199,079 2,331,332

退職給付引当金 60,335 58,625

その他 17,277 18,614

固定負債合計 5,555,738 4,660,489

負債合計 12,013,144 12,773,253
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（単位：千円）

当第３四半期会計期間末 
(平成22年３月31日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成21年６月30日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 867,500 867,500

資本剰余金 549,500 549,500

利益剰余金 446,965 468,668

自己株式 △86,822 △86,774

株主資本合計 1,777,142 1,798,894

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 28,105 32,550

評価・換算差額等合計 28,105 32,550

純資産合計 1,805,248 1,831,445

負債純資産合計 13,818,393 14,604,698
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（２）【四半期損益計算書】 
【第３四半期累計期間】 

（単位：千円）

前第３四半期累計期間 
(自 平成20年７月１日 

 至 平成21年３月31日) 

当第３四半期累計期間 
(自 平成21年７月１日 

 至 平成22年３月31日) 

売上高   

完成工事高 ※2  8,450,747 ※2  5,133,168

不動産事業売上高 3,043,863 3,320,668

介護事業売上高 － 2,200,052

その他の事業売上高 1,912,401 －

売上高合計 13,407,011 10,653,888

売上原価   

完成工事原価 7,421,584 4,529,165

不動産事業売上原価 2,842,203 2,857,913

介護事業売上原価 － 1,840,681

その他の事業売上原価 1,580,099 －

売上原価合計 11,843,886 9,227,761

売上総利益   

完成工事総利益 1,029,163 604,002

不動産事業総利益 201,659 462,754

介護事業総利益 － 359,371

その他の事業総利益 332,302 －

売上総利益合計 1,563,125 1,426,127

販売費及び一般管理費 ※1  1,235,743 ※1  1,094,448

営業利益 327,381 331,679

営業外収益   

受取利息 10,708 11,163

受取配当金 3,734 4,111

雑収入 13,209 －

その他 － 14,998

営業外収益合計 27,652 30,273

営業外費用   

支払利息 179,702 188,368

その他 32,290 21,582

営業外費用合計 211,992 209,950

経常利益 143,041 152,002

特別利益   

ゴルフ会員権売却益 － 4,900

特別利益合計 － 4,900

特別損失   

固定資産除売却損 124,433 97,721

販売用不動産評価損 51,193 －

その他 28,119 10,296

特別損失合計 203,747 108,017

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） △60,705 48,885

法人税、住民税及び事業税 7,930 5,697

四半期純利益又は四半期純損失（△） △68,636 43,187
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【第３四半期会計期間】 

（単位：千円）

前第３四半期会計期間 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当第３四半期会計期間 
(自 平成22年１月１日 

 至 平成22年３月31日) 

売上高   

完成工事高 ※2  6,171,689 ※2  1,563,915

不動産事業売上高 764,610 1,258,659

介護事業売上高 － 725,069

その他の事業売上高 622,273 －

売上高合計 7,558,574 3,547,644

売上原価   

完成工事原価 5,501,165 1,336,382

不動産事業売上原価 662,165 1,051,409

介護事業売上原価 － 597,093

その他の事業売上原価 535,716 －

売上原価合計 6,699,047 2,984,885

売上総利益   

完成工事総利益 670,524 227,532

不動産事業総利益 102,445 207,249

介護事業総利益 － 127,975

その他の事業総利益 86,557 －

売上総利益合計 859,527 562,758

販売費及び一般管理費 ※1  375,632 ※1  357,120

営業利益 483,894 205,637

営業外収益   

受取利息 3,377 2,948

受取配当金 － 330

雑収入 3,162 －

その他 － 3,346

営業外収益合計 6,540 6,624

営業外費用   

支払利息 59,980 72,612

その他 10,812 7,437

営業外費用合計 70,793 80,050

経常利益 419,641 132,211

特別損失   

固定資産除売却損 8 －

特別損失合計 8 －

税引前四半期純利益 419,632 132,211

法人税、住民税及び事業税 520 2,438

四半期純利益 419,112 129,772
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

前第３四半期累計期間 
(自 平成20年７月１日 

 至 平成21年３月31日) 

当第３四半期累計期間 
(自 平成21年７月１日 
 至 平成22年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失
（△）

△60,705 48,885

減価償却費 109,216 136,554

貸倒引当金の増減額（△は減少） 79,748 12,715

工事損失引当金の増減額（△は減少） － △28,343

退職給付引当金の増減額（△は減少） 860 1,710

受取利息及び受取配当金 △14,442 △15,275

支払利息 179,702 188,368

固定資産除売却損益（△は益） 124,433 97,720

減損損失 20,103 －

売上債権の増減額（△は増加） △1,364,672 1,337,324

未成工事支出金の増減額（△は増加） △130,466 127,697

不動産事業支出金の増減額（△は増加） 667,934 △445,107

仕入債務の増減額（△は減少） 479,375 △744,998

未成工事受入金の増減額（△は減少） △63,203 23,801

不動産事業受入金の増減額（△は減少） － 22,245

その他 10,469 △225,003

小計 38,354 538,296

利息及び配当金の受取額 14,466 15,756

利息の支払額 △184,404 △180,513

法人税等の支払額 △8,704 △20,510

営業活動によるキャッシュ・フロー △140,287 353,028

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の払戻による収入 111,856 －

定期預金の預入による支出 △53,880 △57,023

短期貸付金の増減額（△は増加） 12,422 －

有形固定資産の取得による支出 △308,276 △90,603

有形固定資産の売却による収入 － 34,435

投資有価証券の取得による支出 △900 △900

長期貸付けによる支出 △186,195 △13,255

長期貸付金の回収による収入 193,889 15,837

その他 △471,931 45,306

投資活動によるキャッシュ・フロー △703,015 △66,204

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,132,500 △1,002,200

長期借入れによる収入 52,000 1,931,729

長期借入金の返済による支出 △501,551 △622,445

社債の償還による支出 △145,200 △78,800

自己株式の取得による支出 △284 △48

配当金の支払額 △64,904 △64,890

財務活動によるキャッシュ・フロー 472,560 163,344

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △370,741 450,168

現金及び現金同等物の期首残高 1,286,617 567,291

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  915,875 ※  1,017,460
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  【表示方法の変更】 

   

                                                        

   該当事項はありません。 

  

  該当事項はありません。  

  

【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

  
当第３四半期累計期間 

（自 平成21年７月１日 至 平成22年３月31日） 

会計処理基準に関する事項の変更 （完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更） 

 請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工事完成基準を適用し

ておりましたが、第１四半期会計期間から、「工事契約に関する会計基準」

（企業会計基準15号平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針第18号平成19年12月27日）が適用された

ことに伴い、第１四半期会計期間に着手した工事契約から、当第３四半期会

計期間末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については

工事進行基準を、その他の工事については工事完成基準を適用することとし

ております。 

 なお、当第３四半期累計期間においては、工事進行基準に該当する工事契

約はなく、すべての工事について工事完成基準を適用しております。これに

よる損益に与える影響はありません。  

当第３四半期累計期間  

(自 平成21年７月１日 至 平成22年３月31日）  

（損益計算書）  

 前第３四半期累計期間まで売上高の「その他事業売上高」に含めて表示しておりました「介護事業売上高」、前第３ 

四半期累計期間まで「その他事業売上原価」に含めて表示しておりました「介護事業売上原価」は、金額的重要性が増

したため、第１四半期会計期間より区分掲記しております。   

 なお、前第３四半期累計期間の「その他事業売上高」に含まれる「介護事業売上高」、「その他事業売上原価」に含

まれる「介護事業売上原価」は、それぞれ 千円、 千円であります。 1,908,694 1,578,803

当第３四半期会計期間  

（自 平成22年１月１日 至 平成22年3月31日）  

（損益計算書） 

 前第３四半期会計期間まで売上高の「その他事業売上高」に含めて表示しておりました「介護事業売上高」、前第３

四半期会計期間まで「その他事業売上原価」に含めて表示しておりました「介護事業売上原価」は、金額的重要性が増

したため、第１四半期会計期間より区分掲記しております。 

 なお、前第３四半期会計期間の「その他事業売上高」に含まれる「介護事業売上高」、「その他事業売上原価」に含

まれる「介護事業売上原価」は、それぞれ 千円、 千円であります。    621,035 535,635

【簡便な会計処理】

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】
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【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

当第３四半期会計期間末 
（平成22年３月31日） 

前事業年度末 
（平成21年６月30日） 

※１ 担保に供している資産及びこれに対応する債務は以 

  下のとおりであります。  

 イ 金融機関借入金等につき担保に供している資産 

※１ 担保に供している資産及びこれに対応する債務は以 

  下のとおりであります。  

 イ 金融機関借入金等につき担保に供している資産 

定期預金 

不動産事業支出金 

30,000

1,907,158

千円

  

建物 1,187,444  

土地 1,773,943  

投資有価証券 169,890  

差入保証金 1,639,516  

計 6,707,953  

不動産事業支出金 1,149,078千円

建物 1,226,722  

土地 1,820,166  

投資有価証券 175,546  

差入保証金 1,639,516  

計 6,011,031  

   上記に対応する債務    上記に対応する債務 

短期借入金 1,835,800千円

１年内返済予定の長期借入金 1,290,828  

１年内償還予定の社債 78,800  

社債 293,600  

長期借入金 2,965,446  

計 6,464,474  

短期借入金 837,000千円

１年内返済予定の長期借入金 829,560  

１年内償還予定の社債 30,000  

社債 140,000  

長期借入金 1,659,240  

計 3,495,800  

 ロ 信用保証会社に対する手付金等保証のための担保に供

  している資産  

 ロ 信用保証会社に対する手付金等保証のための担保に供

  している資産  

差入保証金   －千円 差入保証金 28,970千円

 ハ 土地賃貸契約につき担保に供している資産  ハ 土地賃貸契約につき担保に供している資産 

土地 132,606千円 土地 132,606千円

※２ 有形固定資産の減価償却累計額は、 千円  

   で、減損損失累計額が含まれております。 

※３ 損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支

   出金と工事損失引当金は、相殺せずに両建てで表示 

    しております。損失発生が見込まれる工事契約に係  

    る未成工事支出金のうち、工事損失引当金に対応する

    額は 千円であります。  

1,481,737

282,532

※２ 有形固定資産の減価償却累計額は 千円で、

    減損損失累計額が含まれております。  

※３  

  

         ―――――――      

  

   

1,518,674

※４ 財務制限条項 

 ①当社は金融機関３社からなるシンジケート団との間

で、返済期限を平成29年２月28日とするシンジケート契約

を締結しており、当第3四半期会計期間末現在 千円

の借入残高があります。この契約には、下記の財務制限条

項が付されております。当該条項に抵触した場合は、契約

上のすべての債務について期限の利益を喪失する可能性が

あります。 

629,000

※４ 財務制限条項  

 ①当社は金融機関３社からなるシンジケート団との間

で、返済期限を平成29年２月28日とするシンジケート契約

を締結しており、当事業年度末現在 千円の借入残

高があります。この契約には、下記の財務制限条項が付さ

れております。当該条項に抵触した場合は、契約上のすべ

ての債務について期限の利益を喪失する可能性がありま

す。 

666,000

 (ⅰ)連結貸借対照表および単体の貸借対照表における株

主資本の部の金額を、当該決算期の直前の決算期末日の金

額または平成18年６月期の金額のいずれか大きい方の ％

以上に維持すること。 

75

 (ⅰ)連結貸借対照表および単体の貸借対照表における株

主資本の部の金額を、当該決算期の直前の決算期末日の金

額または平成18年６月期の金額のいずれか大きい方の ％

以上に維持すること。 

75

 (ⅱ)連結損益計算書および単体の損益計算書上の経常損

益につき２期（但し、中間期は含まない。）連続して損失

を計上しないこと。 

 なお、前事業年度より連結貸借対照表及び連結損益計算

書を作成しておりませんが、上記の内容は契約書の文言通

りに記載しております。  

 (ⅱ)連結損益計算書および単体の損益計算書上の経常損

益につき２期（但し、中間期は含まない。）連続して損失

を計上しないこと。 
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当第３四半期会計期間末 
（平成22年３月31日） 

前事業年度末 
（平成21年６月30日） 

②当社は、(株)三菱東京UFJ銀行との間で、返済期限を平

成22年９月30日とする個別金銭消費貸借契約を締結してお

り、当第3四半期会計期間末現在、 千円の借入金残

高があります。この契約には、下記の財務制限条項が付さ

れております。当該条項に抵触した場合は、契約上のすべ

ての債務について期限の利益を喪失する可能性がありま

す。 

 (ⅰ)半期決算書及び年度決算書における単体損益計算書

の営業損益及び経常損益の額がいずれもマイナスとならな

いこと。なお、本項の規定は、半期決算時においては前期

下半期決算と当該上半期決算の営業損益及び経常損益の当

該額をそれぞれ合算した数値にて判定し、年度決算時にお

いては当該年度決算書に記載される決算数値にて判定す

る。 

691,000

②当社は、(株)三菱東京UFJ銀行との間で、返済期限を平

成22年１月31日とする個別金銭消費貸借契約を締結してお

り、当事業年度末現在、 千円の借入金残高があり

ます。この契約には、下記の財務制限条項が付されており

ます。当該条項に抵触した場合は、契約上のすべての債務

について期限の利益を喪失する可能性があります。 

  

(ⅰ)半期決算書及び年度決算書における連結損益計算書の

営業損益及び経常損益の額がいずれもマイナスとならない

こと。なお、本項の規定は、半期決算時においては前期下

半期と当該上半期決算の営業損益及び経常損益の当該額を

それぞれ合算した数値にて判定し、年度決算時においては

当該年度決算書に記載される決算数値にて判定する。  

475,000

 (ⅱ）半期決算書および年度決算書における単体貸借対

照表の株主資本の合計金額が、決算期については、直前の

決算期末または平成19年６月期の単体貸借対照表の株主資

本の部の合計金額のいずれか大きい方の金額の ％以上、

半期決算期においては、直前の半期決算期また平成19年12

月期の単体貸借対照表の株主資本の部の合計金額のいずれ

か大きい方の金額の ％以上を維持すること。 

75

75

 (ⅱ）半期決算書および年度決算書における連結貸借対

照表の株主資本の合計額が、決算期については、直前の決

算期末または平成19年６月期の連結貸借対照表の株主資本

の部の合計金額のいずれか大きい方の金額の ％以上、半

期決算期においては、直前の半期決算期また平成19年12月

期の連結貸借対照表の株主資本の部の合計金額のいずれか

大きい方の金額の ％以上を維持すること。 

75

75

 (ⅲ)半期決算書及び年度決算書における単体貸借対照表

および単体損益計算書より算出される、有利子負債償還年

数（下記の算式により算出される）を20未満に維持するこ

と。なお、下記の算式に含まれる数値について、経常損益

及び減価償却費は、半期決算時においては前期下半期決算

と当該上半期決算の当該額をそれぞれ合算した数値とし、

年度決算時においては当該年度決算書に記載される決算数

値とする。また、法人税、住民税及び事業税及び法人税等

追徴額は、半期決算期においては、前年の年度決算書にお

ける法人税、住民税及び事業税及び法人税等追徴額とし、

年度決算時においては、当該年度決算書に記載される決算

数値とする。 

 有利子負債償還年数＝ 

  〔有利子負債(※１)－現金預金(単体貸借対照表)－所

要運転資金(※２)〕÷〔経常利益(単体損益計算書)＋減価

償却費(単体キャッシュ・フロー計算書)－法人税、住民税

および事業税及び法人税等追徴税額（単体損益計算書)〕 

 ※１ 有利子負債＝短期借入金＋１年以内償還予定の社

債＋社債＋長期借入金(いずれも単体損益計算書) 

 ※２ 所要運転資金＝受取手形・完成工事未収入金＋未

成工事支出金＋不動産事業支出金＋その他棚卸資産－支払

手形・工事未払金等－不動産事業受入金(いずれも単体貸

借対照表) 

 (ⅲ)半期決算書及び年度決算書における連結貸借対照表

および連結損益計算書より算出される、有利子負債償還年

数（下記の数式により算出される）を20未満に維持するこ

と。なお、下記の算式に含まれる数値について、経常損益

及び減価償却費は、半期決算時においては前期下半期決算

と当該上半期決算の当該金額をそれぞれ合算した数値と

し、年度決算時においては当該年度決算書に記載される決

算数値とする。また、法人税、住民税及び事業税及び法人

税等追徴額は、半期決算期においては、前年の年度決算書

における法人税、住民税及び事業税及び法人税等追徴額と

し、年度決算時においては、当該年度決算書に記載される

決算数値とする。 

 有利子負債償還年数＝ 

  〔有利子負債(※１)－現金預金(貸借対照表)－所要運

転資金(※２)〕÷〔経常利益(損益計算書)＋減価償却費

(キャッシュ・フロー計算書)－法人税、住民税および事業

税（損益計算書)〕 

 ※１ 有利子負債＝短期借入金＋１年以内償還予定の社

債＋社債＋長期借入金(いずれも損益計算書) 

 ※２ 所要運転資金＝受取手形・完成工事未収入金＋未

成工事支出金＋不動産事業支出金＋その他棚卸資産－支払

手形・工事未払金等－不動産事業受入金(いずれも貸借対

照表)  

 なお、当事業年度より連結貸借対照表及び連結損益計算

書を作成しておりませんが、上記の内容は契約書の文言通

りに記載しております。 
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（四半期損益計算書関係）

前第３四半期累計期間 
（自 平成20年７月１日  
至 平成21年３月31日） 

当第３四半期累計期間 
（自 平成21年７月１日  
至 平成22年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

従業員給与手当 524,925千円

貸倒引当金繰入額 77,235千円

従業員給与手当 510,329千円

貸倒引当金繰入額 12,715千円

※２ 当社の売上高は、主たる事業である建設事業におい

て、契約により工事の完成引渡しが第４四半期会計

期間に集中しているため、第１四半期会計期間から

第３四半期会計期間における売上高に比べ第４四半

期会計期間の売上高が著しく多くなるといった季節

的変動があります。 

※２ 当社の売上高は、主たる事業である建設事業におい

て、契約により工事の完成引渡しが第４四半期会計

期間に集中しているため、第１四半期会計期間から

第３四半期会計期間における売上高に比べ第４四半

期会計期間の売上高が著しく多くなるといった季節

的変動があります。 

前第３四半期会計期間 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年３月31日） 

当第３四半期会計期間 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

従業員給与手当 152,771千円

貸倒引当金繰入額 20,343千円

従業員給与手当 161,743千円

貸倒引当金繰入額 17,800千円

※２ 当社の売上高は、主たる事業である建設事業におい

て、契約により工事の完成引渡しが第４四半期会計

期間に集中しているため、第１四半期会計期間から

第３四半期会計期間における売上高に比べ第４四半

期会計期間の売上高が著しく多くなるといった季節

的変動があります。 

※２ 当社の売上高は、主たる事業である建設事業におい

て、契約により工事の完成引渡しが第４四半期会計

期間に集中しているため、第１四半期会計期間から

第３四半期会計期間における売上高に比べ第４四半

期会計期間の売上高が著しく多くなるといった季節

的変動があります。 
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（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期累計期間 
（自 平成20年７月１日 
至 平成21年３月31日） 

当第３四半期累計期間 
（自 平成21年７月１日 
至 平成22年３月31日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成21年3月31日） 

現金預金勘定 千円961,885

預入期間が３ケ月を超える 

定期預金等 
千円△46,010

現金及び現金同等物 千円915,875

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成22年3月31日） 

現金預金勘定 千円1,158,494

預入期間が３ケ月を超える 

定期預金等 
千円△141,034

現金及び現金同等物 千円1,017,460

2010/05/17 19:24:4910647095_第３四半期報告書_20100517192420

- 22 -



当第３四半期会計期間末（平成22年３月31日）及び当第３四半期累計期間（自 平成21年７月１日 至 平成22

年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

 普通株式     13,312,200株 

  

２．自己株式の種類及び株式数 

 普通株式       株 

  

３．配当に関する事項 

 配当金支払額 

  

  

（株主資本等関係）

334,431

（決議） 株式の種類 配当金の総額
1株当たり
配当金 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年9月25日 

定時株主総会  
普通株式  64,890千円 円 5.0 平成21年6月30日 平成21年9月28日 利益剰余金

（持分法損益等）

  
前第３四半期累計期間

（自 平成20年７月１日 
至 平成21年３月31日） 

当第３四半期累計期間
（自 平成21年７月１日 
至 平成22年３月31日） 

持分法を適用した場合の投資利益の金額（千円）  45,086  8,474

  
前第３四半期会計期間

（自 平成21年１月１日 
至 平成21年３月31日） 

当第３四半期会計期間
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年３月31日） 

関連会社に対する投資の金額（千円）  39,600  39,600

持分法を適用した場合の投資の金額（千円）  143,628  136,863

持分法を適用した場合の投資利益の金額（千円）  23,471  △5,958
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１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額 

    (注)１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。 

   

    (注)１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

    該当事項はありません。 

  

（１株当たり情報）

当第３四半期会計期間末 
（平成22年３月31日） 

前事業年度末 
（平成21年６月30日） 

１株当たり純資産額 139.10円 １株当たり純資産額  141.12円

前第３四半期累計期間 
（自 平成20年７月１日 至 平成21年３月31日） 

当第３四半期累計期間 
（自 平成21年７月１日 至 平成22年３月31日） 

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

１株当たり四半期純損失金額（△） △5.29円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

１株当たり四半期純利益金額 3.33円

  
前第３四半期累計期間

（自 平成20年７月１日 
至 平成21年３月31日） 

当第３四半期累計期間
（自 平成21年７月１日 
至 平成22年３月31日） 

四半期純利益又は四半期純損失（△）

（千円） 
 △68,636  43,187

株主に帰属しない金額（千円）  -  -
普通株式に係る四半期純利益又は 

四半期純損失（△）（千円） 
 △68,636  43,187

期中平均株式数（千株） 普通株式      12,979     普通株式    12,977

    

前第３四半期会計期間 
（自 平成21年１月１日 至 平成21年３月31日） 

当第３四半期会計期間 
（自 平成22年１月１日 至 平成22年３月31日） 

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

１株当たり四半期純利益金額 32.29円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

１株当たり四半期純利益金額 10.00円

  
前第３四半期会計期間

（自 平成21年１月１日 
至 平成21年３月31日） 

当第３四半期会計期間
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年３月31日） 

四半期純利益（千円） 
 419,112  129,772

株主に帰属しない金額（千円）  -  -
普通株式に係る四半期純利益 

（千円） 
 419,112  129,772

期中平均株式数（千株） 普通株式    12,978 普通株式      12,977

（重要な後発事象）
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 該当事項はありません。 

  

２【その他】
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 該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成21年5月12日

工 藤 建 設 株 式 会 社 

  取 締 役 会 御 中 

 監査法人 ト ー マ ツ 

  
指 定 社 員
業務執行社員   

公認会計士 松 野 雄 一 郎 印 

  
指 定 社 員
業務執行社員   

公認会計士 三 富 康 史 印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている工藤建設株式会

社の平成20年７月１日から平成21年６月30日までの第38期事業年度の第３四半期会計期間（平成21年１月１日から平成21

年３月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成20年７月１日から平成21年３月31日まで）に係る四半期財務諸表、すな

わち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。こ

の四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明す

ることにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、工藤建設株式会社の平成21年３月31日現在の財政状態、同日をもって終了する

第３四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に

表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

   (注)１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半

  期報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期財務諸表の範囲には、XBRLデータ自体は含まれておりません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成22年5月8日

工 藤 建 設 株 式 会 社 

  取 締 役 会 御 中 

 有限責任監査法人 ト ー マ ツ 

  
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員  公認会計士 中 川 正 行 印 

  
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員  公認会計士 三 富 康 史 印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている工藤建設株式会

社の平成21年７月１日から平成22年６月30日までの第39期事業年度の第３四半期会計期間（平成22年１月１日から平成22

年３月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成21年７月１日から平成22年３月31日まで）に係る四半期財務諸表、すな

わち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。こ

の四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明す

ることにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、工藤建設株式会社の平成22年３月31日現在の財政状態、同日をもって終了する

第３四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に

表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

   (注)１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半

  期報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期財務諸表の範囲には、XBRLデータ自体は含まれておりません。 
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